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    Vol6. 『O-Path 目黒大橋』まち・みち一体型まちづくり

    大成建設株式会社　理事　山口 幹幸 氏
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    大成建設株式会社　理事
        

        山口 幹幸 氏

    プロフィール

      生年月日：1951年3月1日（現在63歳）

		最終学歴：日本大学理工学部建築学科卒

		資格：一級建築士・不動産鑑定士補など

		職 歴：

		・1990年　東京都人事委員会試験室副参事

		・1996年　東京都住宅局住環境整備課長

		・1999年　同　上　大規模総合建替計画室長

		・2001年　東京都建設局　再開発事業課長

		・2002年　同　上　区画整理事業課長

		・2004年　目黒区都市整備部 参事

		・2006年　ＵＲ都市再生企画部担当部長

		・2008年　東京都都市整備局 建設推進担当部長

		・2010年　同上　民間住宅施策推進担当部長

		・2011年　3月に東京都退職、4月より現職

        著書：多数あり（巻末に掲載）



  

  
    カテゴリー

          自然・地形、歴史・伝統、地場産業、生活文化、環境・景観、地域再生

    テーマ

    まち・みち一体型まちづくり



場所の固有性

    道路施設を地区中心に据えつつも、その未利用空間を居住その他の生活
空間に有効利用し、両者が自然な形で融合・共存して豊かな地域環境を形成




まちづくり上の特徴

	  	首都高のジャンクション建設
	ジャンクションと共存できるまちづくり
(市街地再開発事業、周辺の地区整備事業)


概要
	
	大橋地区では、街づくり方針に込めた住民の願いを自治体や事業者が
真摯に受け止め、住民と一体となって考え、協調して施策実現に取り
組み、この結果が独自の固有性を創出した。

    	大気環境に新たな負荷を与えないことへの多様な取り組み
	住み続けられるまち実現への創意工夫
	 魅力ある景観形成と地域管理を備えた重点地区指定
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        一般財団法人　日本不動産研究所は、

          つねに公益性の堅持をモットーとし、「人が生き、活動する基盤としての不動産」のあり方を追求してまいりました。

          研究・鑑定・コンサルティングを通じて、新しい時代のスタンダードを創り出していきます。
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